
I トピックス 1 | 

平成12年度建設省砂防部関係の概算要求について

三上幸三＊ 小林稔＊ 栗原淳一＊＊

建設省砂防部の平成12年度概算要求は、頻発す

る土砂災害、特に本年 6月末に広島県をはじめと

して全国各地で発生した甚大な土砂災害に鑑み、

予算の煎点配分、新規 ．璽点施策を和極的に盛り

込んだ内容となっている。

1.概算要求の概要

平成11年度概符要求にかかる予算総括を表-1、

2 (30、31頁）に示す。

2．新規項目

① 土砂災害緩衝樹林帯の整備

危険な斜面や谷の出口における緩衝樹林帯の整

備を新たに展開することにより、緑の斜面 ・渓流

空間の創出を図るとともに、危険な地域における

家屋の建築を抑制する（圏ー1)。

本施策に関しては、 6月末に発生した広島県な

どの土砂災害に鑑み、土石流やがけ崩れのような

土砂災害に対し、従来の対応に加え新たな視点で

の施策を検討するため、建設省内に 7月に設置し

た「総合的な土砂災害対策に関するプロジェクト

チーム」においても、検討がなされているところ。

② 再度災害防止対策特別緊急事業の創設（砂防

再特、地すべり再特）

土砂災害発生箇所の応急的対策のみならず、当

該箇所を含めた抜本的対策の実施により、甚大な

土砂災害が発生した地域の再度災害防止対策を実

施するため、砂防事業及び地すべ

り対策事業において、「再度災害防

止対策特別緊急事業」を創設する

（回ー2 32頁）。 がけ崩れ緩面樹林帯

がけ崩れにより激甚な被害を受けた一連の地域

において、定期間内に、災害関連緊急急傾斜地崩

壊対策事業と一体的な再度災害防止対策を実施す

るため、災害関連急傾斜地崩壊対策特別緊急事業

（がけ特）を創設する（図ー3 32頁）。

④ 急傾斜地崩壊対策琳業の採択基郎の拡充

近年、土砂災害により災害弱者（高齢者等）の

被災が急増していることから、災害弱者1彫述施設

の収容人貝を人家戸数に換算することにより、急

傾斜地崩壊対策事業の採択基準を拡充し、避難の

困難な災害弱者が立地している土砂災害危険箇所

の整伽を促進する（図ー4 33頁）。

⑤土砂災害情報相互通報システム整備事業の創設

土砂災害危険区域駒等の作成 ・配布（例えば、

ダイレクトメール、各種広報物の作成 ・配布、節

易雨紐計の配布等）や、土砂災害危険区域内の住

民等を対象とした土砂災害梢報提供システムの整

備、 「土砂災害llO番」の設置により、土砂災害に

関連する情報を住民と行政機関が相互通報するシ

ステムを整備する。これにより、 警戒避難体制の

強化を図る （図ー5 33頁）。

3.重点項目

(1)安全な地域づくり

① 激甚災害地域緊急防災対策

近年、土砂災害が発生した箇所で、土石流、地

すべりおよぴがけ崩れの再度災害により、人命 ・

/‘：仙 I ・
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I ③ 災害関連急傾斜地崩壊対策特

別緊急事業（がけ特）の創設
’ m.‘▽でしでマヽ＊ • ’"， I 

◎ぶ i流緩衝樹林帯

＊建設省砂防部砂防課課長補佐
⑲痒傘嚢

＊＊建設省砂防部傾斜地保全課課長補佐 図ー1 土砂災害緩衝樹林帯
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表ー1 平成12年度建設省関係予算概算要求総括表

1. 事業費 ・国費総括表 （単位：百万円）

,SABO vot.63 Oct.1999 

事業費 国 費

12年度要求額 前年度予箕額 倍率 12年度要求額 前年度予算額 倍率

事 項
うち経済新生特別枠 うち生活関運

物流効率化に 環境 ・情報通 等公共事集重

よる経済構造 僧・街づくり 点化枠

(A) (8) (A/B) (C) 改革対応分 等対応分 (D) (C/0) 備 考

迎 路 整 備 7,334.574 7.204,532 1.02 2,693,066 227.974 42.245 96,912 2,583.122 1.04 1. 本表には、北海迫併］発庁、

沖縄開発庁、国土庁計上の建

治 山 治 水 2.175,310 2.097.068 1.04 1,316,717 

゜
23,303 83.862 1.262.962 1.04 設省関係分を含む。

治 水 2,008.919 1.938,256 1.04 1.226,044 

゜
22,722 77.683 l.177.269 1.04 

海 岸 61.0邸 60,003 1.02 37.449 

゜
351 2,227 35,915 1.04 2 12年度国般には、国土交

急領斜地等 105.333 98.809 1.07 53.224 

゜
230 3.952 49,778 1.07 通省関係予枕として233.801百

万円を含む。

都 市 針 画 2,541.598 2,458,031 1.03 1.347.467 

゜
39.349 71.764 1.291,254 1.04 

公 園 383.637 370.326 1.04 169,333 

゜
3.232 8.676 162,026 1.05 3 12年度国股には、

下水 誼 2.157.961 2.087.705 1.03 l.178.134 

゜
36.117 63.088 1.129.228 1.04 追路関係社会質本として

治111治水 30.000百万円

住宅 ・市街地 14.629.690 14.308.130 l.02 J.293,212 2,988 34.230 57.186 1,211.586 1.07 住宅対策 62.000百万円

住宅対策 13,504.196 13.175,935 1.02 l,176,417 

゜
27.784 56.434 1.)28.340 1.04 市街地整備 8.000百万円

宅地対策 570.011 625.722 0.91 

゜ ゜ ゜ ゜ ゜
を含む。

市街地整備 555.483 506,473 1.10 116.795 2.988 6.446 752 83,246 1.40 
4. 前年度国股には、

一般公共事速計 26,681.1Z2 26.Q6Z.Z6l 平 6,650,462 230,962 l39,l27 309,724 6,3祁，924 平 ・物流効率化による経済構造

［公躯 ・公団等除色］ (1174a299J [11,317,468) 幽 改革特別枠(115,481百万円）

・ 21枇紀の経済発展基盤整備

災 害 関 係 62.194 62.069 1.00 44.560 

゜ ゜ ゜
48.588 0.92 特別枠 (68,697百万円）

• 生活llll述等公共事業旗点化
公逃罫汲捌保nt 26,743,366 26.129,830 1.02 6,695,022 230,962 139.127 309,724 6.397.512 1.05 枠 (164,709百万円）

を含む。

官 庁 ポ占・ 繕 132.788 109.391 1.21 57,901 

゜
4-.141 

゜
24.059 2.41 

5. 本表には、 NTT・A型は

建骰行政経致 95,577 80,006 1.19 94.824 

゜
8.863 

゜
79,256 l.20 含まれていない。

合 i:t 26.971.731 26.319.227 1.02 6,847.747 230.962 152.131 309.724 6,500.827 1.05 



表ー2 平成12年度河川局関係予算概算要求総括表- -- - ．． ---・ 
平成12年度要求 前年度 倍 率

区分
事 業費 国 費 事業費 国 費 事業費 国費

うち うち
重う点ち化枠

うち
(A) 重点化枠 経済新生枠 (B) 経済新生枠 (C) (D) (A/C) (8/0) 

治 山 治 水 2.175.310 140,967 39,386 1.316.717 83.862 23.303 2.097.068 1.262.962 1.04 1.04 

治 水 事 粟
(2,091.516) (1,265.305) (2,016.382) (1,214.609) (1.04) (1.04) 
2.008,919 129.343 38.416 1,226.044 77.683 22.722 1,938,256 l.]77,269 1.04 1.04 

河 Ill 
(1.197.831) (689.079) (1.151.911) (655,471) (1.04) (1.05) 
1.134.753 69253 26.706 659,696 43,259 15.503 1.093.404 628,078 1.04 1.05 

河 l l l 
(830.452) (523.054) (794,822) (494.879) (1.04) (1.06) 
798.496 49.591 15,260 507.246 34.608 10.287 764.121 479,699 1.04 1.06 

都市河川
(313.845) (136.025) (303,286) (130,592) (1.03) (1.04) 
282,723 19.662 11.446 122.450 8.651 5.216 275.480 118,379 1.03 1.03 

訓1災害復l8等
53,534 

゜ ゜
30.000 

゜ ゜
53,803 30.000 1.00 1.00 

閲迅緊急

ダ ム
(511,822) (347,367) (499,688) (341,306) (l.02) (1.02) 
495.436 26.100 6.980 339,089 16,520 4,197 483,334 333,028 l.03 1.02 

砂 防
(379,861) (227,672) (362,870) (216,694) (1.05) (1.05) 
376,728 33.990 4,730 226.072 17.904 3.022 359.605 215.025 1.05 1.05 

機 械 2,002 

゜ ゜
1.187 

゜ ゜
1.913 1.138 1.05 1.04 

海 岸 事 業 61.058 3.720 510 37,449 2.227 351 60.003 35,915 1.02 1.04 

急傾斜地崩壊対策等事業
(105,751) (53,433) (99,289) (50,018) (1.07) (1.07) 
105.333 7.904 460 53,224 3,952 230 98.809 49,778 1.07 1.07 

特定治水施設等整備事菜 83.015 

゜ ゜
39.470 

゜ ゜
78.606 37,580 1.06 1.05 

住宅宅地基盤特定治水
33.150 

゜ ゜
16.470 

゜ ゜
32,314 16.080 1.03 1.02 

施設等整備事業

下水道関連特定治水
49.265 

゜ ゜
22,700 

゜ ゜
45.692 21.200 1.08 1.07 

施設整備事業

都市公園等関述特定
600 

゜ ゜
300 

゜ ゜
600 300 1.00 1.00 

治水施設等整備事業

小 計 2.258.325 140,967 39,386 1.356.187 83,862 23.303 2.175.674 1.300.542 1.04 1.04 

災杏復旧関係事業 61,171 

゜ ゜
43,695 

゜ ゜
60.209 47.305 1.02 0.92 

災害復 1H 37.460 

゜ ゜
29.684 

゜ ゜
42.763 35.084 0.88 085 

災害関連 23.711 

゜ ゜
14.011 

゜ ゜
17,446 12,221 1,36 1.15 

ノu 計 2,319.496 140.967 39.386 1.399.882 83,862 23.303 2,235.883 l.347.847 1.04 1.04 

（単位：百万円）
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治水事業の国費は、 一般会計ペースである。

上段 （ ）杏は、住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業等を含んだ場合の額である。

ダムの事業費には、水資源開発公団交付金の1fl地先行取得分及ぴダム建設調整分を含む。

利水者負担金を含むダムの平成12年度概坑要求は661.114百万円 （対前年度倍率1.04 前年度632,685百万円）である。

治山治水の各事業の額は、道路関係社会資本 （事業費 (12年度60.042百万円、 11年度9l.64l百万円）、国費 (12年度30.000百万円、 11年度44.400百万円）） を含んだ額である。

12年度国費には、国土交通省関係予算16,732百万円を含む。
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財並に被害をおよぽす

おそれがあり、緊急的

に対策を必要とする約

3,000箇所について、

概ね 3年間で土砂災害

対策を実施し、概成を

圏る。

② 災害弱者関連緊急

土砂災害対策

昨年 8月に福島県西

郷村で発生した土石流

災害や、本年 6月末に

広島県で発生した土砂

災害でも災害弱者1闘述

施設が被災し、被害が

生じている。また、今

回の広島災害でも、亡

くなられた方の半数以

上が災害弱者であった

ことから、昨年犀生

省 ・文部省と合同で実

施した緊急点検結呆に

基づき、自力避難が困

難な災害弱者が入所し

ている施設に係る土砂

災害危険箇所約1,600

箇所の整備を概ね2003

年までに概成を図る

（図ー6 34頁）。

③ 重要交通網保全対策

主要道路、幹線鉄道等の被害

による広域的な物流の遮断や地

域の孤立化など社会経済的に極

めて狐大な被害が発生すること

を防止するため、重要交通網集

中地域における土石流などの土

砂災害防止対策を実施する。

④ 活火山対策

全国86の活火山のうち、特に

活動が活発で、警戒避難体制の

(1)砂防再度災害防止対策特別緊急事業（砂防再特）

(2)地すぺり再度災害防止対策特別緊急事業（地すぺり再特）

ゆるみの発生している
隣接プロック

9、¥--‘‘、
, I 

9 9 , ， 
' ， 
ヽ

地すぺり災害発生
隣接斜面も
ゆるんでいる

ー

J' .....盲.....--
--•こ

四 碩 |̀lと―:t匹 編に成暉 I

ヽ

i 
ヽ

によりI、/、l,,,,.; 
＇ ＇ ヽ

災害関連緊急事業による 災害関運緊急事業と合わせ隣接ブロ
災害ブロックのみの対策では ックの対策を再度災害防止対策特別
再度災害が発生する 緊急事業により一体的に実施する- 19繍i !-• 

図-2

整備に取り組んでいる28火山に

おいて施設整備を直点実施す A ：災害関連急傾斜地崩壊対策特別緊急事業

る。平成11年度は、岩手山（岩 I B ：災害関連緊急急磁珈地崩壊対策事業

手県）等25火山で実施する。 図-3 災害関連急傾斜地崩壊対策特別緊急事業
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改 害弱者関連施設に係る採択墓準：従来）

〇災害弱者関連施設の他に保全人家5戸以上

急傾斜地の高さ
10m以上

図—4 災害弱者関運施設に係る採択塞準の拡充

5戸以上

＋ 

偲害弱者関逼施設に係る採択基準 ：拡充〕

〇災害弱者関連施設の収容人員等3人を人家 1戸に相当するものとして
換算し、その戸数を保全人家戸数の内数としてカウントする

急傾斜地の高さ
10m以上

一従来はIJI菜化が不可能であった人家5戸来満の箇所でも事業が可能
になる

土砂災害情報相互通報システム整備事業

⑤ 災害栢報伝達ネットワーク

の整備

住民の早期避難と災害時における市町村等の迅速な防災体制の確立のため、
「土砂災害情報相互通報システム整備事業」を創註し、
士砂災害関連情報の行政と住民との情報交換を一層推這する。

雨や地震の情報
屠辺の斜面
Illに

← 目畑砂1‘̀3-

一士〉
図ー5 土砂災害情報相互通報システム整備事業

前述の土砂災害情報相互通報

システムの整備や地すべり危険

箇所においてGPS斜面監視装置

を整備し、土砂災害に対する情

報基盤の店度化を椎進する （圏

-7 34頁）。

(2)生活関連の社会資本の整備

① 緑の斜面整備

自然環境や乱観上良好な状態

を保ちつつ斜面の安全度を向上

する 「緑の斜面工法」を消入し、

既存樹木等を生かした斜面整備

や前述のがけ崩れ緩衝樹林帯の

整伽を椎進する。

② 都市山麓グリ ーンベルトの

形成

市街地に隣接した山麓鈴面に

おける一連の樹林帯 （都市山龍

グリーンベル ト）の形成等を推

進し、緑戯かな都市棗境を創出

する。

(3) 21世紀の経済発展基盤整備

① 総合土砂管理対策

海岸侵食、河床低下など土砂

管理上問題が顕在化している流

砂系においてモニタ リングを実

施する。また、オープンタイプ

の砂防ダムの整備や既設砂防ダ

ムのスリット化に加え、砂防事
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業と海岸事業の連携に

より悔岸の養浜等を実

施し、総合的な土砂管

理を推進するととも

に、生態系の保全にも

寄与する。

② 中心市街地活性化

等民問誘発

護岸整備や斜而上部

の切り 土工などによ

り、住宅 ・宅地基盤、

リゾート施設誘致など

新たな利用可能な土地

を創出し、民尚投汽を

誘発する。

③ 光ファイパネット

ワークの整備

光ファイバによる大

容掘の情報通信基盤を

整備することにより 、

災害弱者関運施設の立地条件
土砂災害危険区域
約9、000施設

切」り点悶店嘉習
その他、
約 122,0

I 災如弱者関回
約 139,000

＼ 

土砂災害危険箇所内の災害弱者関連施設穀

1地崩壊危険箇所

0 1、0002,000 3,000 4,000 5、000
注）上記の致国はダブル計..tあり

平成 10年士砂災害

口災害弱者（幼児、高齢者等）
口その他

日本の人口構成

図45 災害弱者関連施設に係る状況

リアルタイム酉像による土砂災害現場の状況を正

確に把握し、迅速かつ効率的な災害対応を支援す

る梢報の提供を可能とする。

4 その他

6月末に広島県等で発生した激甚な土砂災害に

鑑み、従来の対応に加え新たな視点での施策を検

討するため、 7月6日に建設省内に 「総合的な土

砂災害対策に関するプロジェク トチーム」を設骰

した （事務局は、河川局水政課および砂防部傾斜

地保全課）。主な検討項目は以下のとおり。

①土砂災害のおそれのある地域における住宅等の

立地抑制方策の検討。

②土砂災害のおそれのある地域における防災性向

上方策の検討

③避難及び住民への情報提供のあり方の検討

④その他

現在、プロジェクトチームにおいて、具体的な

検討を行っているところ。今後、各部局で直ちに

実施する施策を 「当面の対策」として 3ヶ月程度

を目途に取りまとめる。また、中長期にわたる対

策も含め、防災国土管理の一環として、「総合的

な土砂災害対策の基本方針」を年末までに取りま

とめる予定。

ぞ
氾
＼

£
 

Iのみ
の酎測

！すべり区域

琴元移動ペクトル ・ i I 
図—7 地すべり区域におけるGPS斜面監視装置
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広島市佐伯区の古野川（このがわ）の

土石流災害（死者2名）
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